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全建賞 安全確保・広報・調査研究の部

73関係機関・自治体と連携した、直轄事務所主導の
総合連絡体制の構築（危機感共有WEB会議）

１�．はじめに
荒川下流域は、首都圏の中でも多くの人口や資産が集
中しており、ひとたび大規模な洪水が発生すると、甚大
な被害に見舞われる地域である。
そのため、水災害が想定される際は、関係機関（河川
管理者・流域自治体・気象庁・交通事業者・ライフラ
イン事業者・警察・消防等）の迅速な防災行動が重要と
なる一方、これまでは情報の収集や共有に時間を要して
いた。

２�．事業の概要
このような背景から、荒川下流河川事務所では、多様
な関係機関が一堂に会して迅速に情報を共有できる「危
機感共有WEB会議」（以下「本WEB会議」という。）
を構築した。
荒川下流域で水災害が想定される場合には、「いつ」、

「誰が」、「何をする」を明確化し、時間軸に沿った対応
を予め定めた「荒川下流タイムライン」に基づき、関係
機関と連携した事前防災行動を、災害発生の５日前とい
う早期段階から実施している。
本WEB会議は、この事前防災行動を適切に実施する
ため、台風の進路や雨量、河川水位の今後の見込み、関
係機関や自治体の防災行動情報を迅速に共有する手段と
して、令和３年度から運用している。

３�．事業の成果
本WEB会議では、気象庁（管区気象台）の最新の気
象情報と河川管理者の最新の水位予測情報等を共有する
とともに、気象防災アドバイザーなど専門家による解説
や参加自治体における最新の対応状況などの情報につい
ても双方向でやりとりすることができる。
気象防災アドバイザーの気象解説では、気象庁の解説
を踏まえ、過去の類似の気圧配置や前線の動き、台風の
規模や進路等の資料をもとにしたアドバイスがわかりや
すいと、関係機関から高い評価を得ている。
また、本WEB会議は、排水機場の故障発生時等の洪
水対応以外の危機管理時においても活用しており、今後
想定されるあらゆる災害時にも有効に活用できるツール
と考えている。
なお、危機管理対応時は、その段階に応じて本WEB
会議を常時接続し、夜間や休日問わず、24時間いつで
も関係機関からの問い合わせに対応可能な支援体制を構
築している。

令和６年 台風10号の進路と本WEB会議の実施回数
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第３回会議
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第２回会議
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第１回会議

Ｒ６．８．３０
第５回会議

Ｒ６．８．３１
第６回会議

Ｒ６．９．１
第７回会議

Ｒ６．９．２
第８回会議

8月20日 熱帯低気圧発生
8月22日 台風に変化
8月30日 熱帯低気圧へ変化
9月  2日 消滅

４�．おわりに
従来は、電話やメールにより関係機関が個別に情報の
収集や共有を図っていたが、一堂に会した場での情報提
供と共有を可能にした本WEB会議は、防災対応におけ
る正確性や迅速性を大幅に向上させるものとなった。
今後も、本WEB会議を活用しつつ、日頃から関係機
関や自治体との連携を深め、荒川下流域におけるあらゆ
る災害に対して、万全な防災体制を目指していく。

キーワード WEB会議ツールによる危機感共有、多機関連携、
防災行動支援

荒川下流域では、流域の多数の関係機関が連携して水災害
対応のための「荒川下流タイムライン」を運用。台風や大雨
が想定される場合、迅速な情報共有を図るため、「危機感共有
WEB会議」を立ち上げ、各機関の防災行動を支援。危機感共
有WEB会議の活用により、多様な関係機関が一堂に会して情
報共有でき、災害対応の迅速化が図れる点が評価された。
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